
 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

人 材 確 保 等 促 進 融 資 
融資対象者 県内に事業所を有する中小企業者、中小企業団体 

資金使途 人材確保や人材育成、生産性向上の取組に必要な運転資金・設備資金 

取組例 

（一例） 

・人材確保のための賃上げ 

・社内研修の実施や、社外研修への参加費の負担・補助 

・外国人材の確保・定着のための取組 

（住宅補助や社内マニュアルの多言語化など） 

・ＤＸを進めるための機械やデジタルツールの導入 

・社員寮や従業員専用の駐車場などの整備 

・女性が働きやすい職場環境の整備（社内託児所やトイレ、更衣室など) 

融資限度額 １億円 

融資期間 運転：７年以内(うち据置１年以内) 設備：10 年以内(うち据置２年以内) 

融資利率 

・１.７％以内（保証付き責任共有制度対象外） 

・１.９％以内（保証付き責任共有制度対象） 

・２.２％以内（保証なし） 

※厚労省の「業務改善助成金」の交付決定を受けた場合には、上記利率より０.２％引き下げ

となります。（令和３年度～７年度までの助成金が対象） 

信用保証 取扱金融機関の定めるところによる 

申込先 

(県制度融資 

取扱金融機関) 

 

銀行     三井住友銀行、りそな銀行、埼玉りそな銀行、山形銀行、東邦銀行、 

群馬銀行、足利銀行、常陽銀行、筑波銀行、三井住友信託銀行、福島銀行、 

大東銀行、東和銀行、栃木銀行、東日本銀行 

信用金庫   白河信用金庫、桐生信用金庫、足利小山信用金庫、栃木信用金庫、鹿沼相互 

信用金庫、佐野信用金庫、大田原信用金庫、烏山信用金庫、結城信用金庫 

信用組合   真岡信用組合、那須信用組合、ハナ信用組合、横浜幸銀信用組合 

政府系金融機関   商工組合中央金庫 

 

 

 

上記の県制度融資 取扱金融機関 

または、栃木県 産業労働観光部 経営支援課金融担当 TEL：028-623-3181 

mail：keiei@pref.tochigi.lg.jp 

お問合せ 

栃木県制度融資 

人材確保や人材育成、生産性向上に 

取り組む中小企業者をサポートします 

（R7.4.1～） 

栃木県 

制度融資ホームページ 

（栃木県経営支援課） 


